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事業体、集落営農、地域）に応
じて色をつけています。

カタログ利用の手引き

本カタログでは農業を営まれる方の経営発展に役立つ主な支援策を紹介
します。

中項目番号：
項目毎に番号をつけています。

中項目名：
活用できる場面を記載しています。

大項目名：
課題テーマ毎に分けています。

対象者タブ②：認定農業者、認定
新規就農者が支援対象や採択の
ポイントアップ対象になっている場合
に色をつけています。

関連事業：
関連する施策がある場合に紹介
しています。

お問い合わせ先：
事業担当の連絡先です。
ご不明なことがあればこちらにお問
い合わせください。

ご利用に当たっての留意事項

本カタログの内容は、2025年度予算を中心として、2025年4月時点の内容を紹介
しているものです。
今後、内容に変更がある得ることや事業によっては募集を終了しているものがあること
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事業内容や利用方法の詳細については、各施策ごとに掲載している「お問い合わせ
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>>https://www.maff.go.jp/j/keiei/koukai/chiiki_keikaku.html

本カタログの掲載先
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【事業名：農地中間管理事業】

地域の抱える「人と農地の問題」の解決策を話し合いたい1

「人と農地の問題」の解決

１ 地域計画に基づき、農地の集積・集約化を進めたい

お問い合わせ先
・最寄りの市町村、都道府県、地方農政局または、
・農林水産省担当課：

 経営局農地政策課農地集積・集約化促進室（TEL：03-6744-2151）

対象となる方

農地中間管理機構（農地バンク）は地域計画を実現するために、農地の集積・集約
化を行います。

農地バンクに貸し付けた農地は、貸付期間終了後に必ず返却されます。期間満了後に再度貸付けを行うこと

も可能です。

農地中間管理機構（農地バンク）の仕組み

貸付

公的機関だから
安心して貸せます。

地域計画に基づく
農地の集積・集約化

ニーズに合わせて、
まとまった使いやすい
農地が借りられます。

特徴

都道府県

農地中間管理機構
（農地バンク）

農地を

借りたい方

支援内容

農業者等（農地を貸したい方、農地を借りたい方）

地域計画を実現するため、農地バンクは、農地を貸

したい人から借り受け、地域計画に位置付けられた受

け手に対して貸付けを行います。

農地中間管理機構（農地バンク）には、以下の関連対策があります。

地域内の分散・
錯綜した農地利用

担い手ごとに集約化
した農地利用

農地を

貸したい方

◆農地耕作条件改善事業 ３番 ８ページへ
→ 農地バンク等による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな耕作条件の改善、

高収益作物への転換や営農定着、麦・大豆の増産に必要な取組等をハードとソフトを組み合わせて支援します。

４番 ９ページへ◆農地中間管理機構関連農地整備事業
→ 農地バンクが借り入れている又は所有している農地等で、農業者の申請・同意・費用負担によらず、都道府県

又は市町村が行う基盤整備を支援

貸付
（転貸）

◆持続的生産強化対策事業のうち
○果樹農業生産力増強総合対策

→ 果樹の生産基盤を強化するため、労働生産性の向上に資する省力樹形や優良品目・品種への改植・新植等の
取組のほか、生産性を飛躍的に向上させるための産地構造の転換に向けた実証等の取組を支援します。

18~20番 31~34ページへ

22番 36ページへ○茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進
→ 産地の戦略に基づく茶園の新植や改植、有機栽培や輸出向け栽培への転換、簡易な園地整備、新需要開拓

等に向けた茶の生産・加工技術の導入、コスト低減に資する生産・加工機械のリース導入等を支援します。

◆機構集積協力金交付事業 １番 ２ページへ
→ 農地バンクを活用して、農地集積・集約化に取り組む地域を支援

◆遊休農地解消対策事業 ２番 ７ページへ
→ 市町村や農地バンクが行う、農地バンクが借り受けた遊休農地又は借り受けることが確実と認められる遊休農地 

に対する簡易な整備に要する経費を支援

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規
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「人と農地の問題」の解決

農地バンクを活用して、農地集積・集約化に取り組む地域を支援します。

支援内容

お問い合わせ先
・最寄りの市町村・農業委員会、都道府県、農地中間管理機構、地方農政局
・農林水産省担当課：

 経営局農地政策課農地集積・集約化促進室（TEL：03-3591-1389）

【事業名：機構集積協力金交付事業】

１．地域集積協力金

２．集約化奨励金

まとまった農地を農地バンクに貸し付けた地域に協力金を交付します。

農地バンクの再配分等により、農地の集約化に取り組む地域に奨励金を交付します。

農地バンクの活用率
交付単価

一般地域 中山間地域

区分１ 80％超 60％超80％以下 2.8万円/10a

区分２ 80％超 3.4万円/10a

交付単価

区分１ 1.0万円/10a

区分２ 3.0万円/10a

※ 農地バンクの活用率は、対象地域の農地面
積に占める機構への貸付等総面積の割合。

地域計画の策定地域において、農地バンクを活用して農地集積・集約化に取り組む地域を支援します。
交付金の使途は、地域の話合いにより自ら決めることができ、受け手の支援にも活用できます。

１．以下のいずれかを満たすことが必要です。
① 交付対象農地の１割以上が新たに担い手に集積されること。
② 地域の農地面積に占める同一の耕作者が耕作する1ha以上（中山間地域及び樹園地について

は0.5ha以上、北海道にあっては6ha以上）の団地面積の割合が10ポイント以上増加すること。
２．農地バンクへの貸付総面積及び農地バンクの農作業委託総面積に占める１ha以上（中山間

地域にあっては0.5ha以上）の団地面積が10％以上であること。

（交付要件）
地域の農地面積に占める次に掲げる農地による団地面積が目標年度までに

10ポイント【区分２】又は20ポイント【区分２】以上増加することが必要です。
既に団地面積の割合が30％以上の地域においては、１団地当たりの平均農

地面積が1.5倍以上となること【区分２】でも活用が可能です。
・ 同一の耕作者が耕作する１ha以上（中山間地域及び樹園地については
0.5ha以上、北海道にあっては６ha以上）の団地面積

・ 地域計画において農業を担う者が位置付けられていない農地による
１ha以上の団地面積

※ 中山間地域の活用率要件を緩和し、中山
間地域での取組を重点的に支援します。

※ 農地バンクを通じた農作業受託に
取り組む場合は、1/2の交付単価に
なります。

※ 農地バンクを通じた農作業委託に取り組む
場合は、1/2の交付単価になります。

（交付要件）

※ 地域計画において農業を担う者が
位置付けられていない農地により新た
に団地化した場合は、1/2の交付単
価になります。

目標年度とは、事業実施年度の翌々年度となります。
なお、地域計画において農業を担う者が位置付けられていない農地による団地面積

の増加に取り組む場合には、事業実施年度の３年度後までに団地化するとともに、当
該団地を同一の耕作者や隣接の耕作者に貸し付ける必要があります。

※ 地域計画において農業を担う者が位置付けられていない農地による団地化に取り組む場合、
同一の耕作者が耕作する農地の団地化と一体的に取り組む必要があります。

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規
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 荒廃農地を活用したい２

「人と農地の問題」の解決

◆多面的機能支払交付金  27番 44ページへ
→ 地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援

◆中山間地域等直接支払交付金   27番 45ページへ
→ 中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向けた農業生産活動の継続を支
援

◆農地耕作条件改善事業  3番 8ページへ
→ 農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな
耕作条件の改善、高収益作物への転換や営農定着、麦・大豆の増産に必要な取組等をハードとソフトを組
み合わせて支援

【事業名：多面的機能支払交付金、中山間地域等直接支払交付金】

①地域・集落の共同活動による荒廃農地の発生防止・解消の取組を支援します。

【事業名：農地耕作条件改善事業】

②簡易な基盤整備等と併せて荒廃農地の発生防止・解消を支援します。

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規
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「人と農地の問題」の解決

【事業名：農地中間管理機構関連農地整備事業、農業競争力強化農地整備事業】

③農地整備等と併せて荒廃農地の発生防止・解消を支援します。

１ 農業競争力強化農地整備事業

農地中間管理機構等による担い手への農地集積・集約化や、生産性の向上、農業の高付加価値化等を図
る農地の大区画化や汎用化などの農地整備を推進

２ 農地中間管理機構関連農地整備事業

農地中間管理機構が借り入れている農地等について、農業者の申請・同意・費用負担によらずに実施する基
盤整備を推進

対象となる方

支援内容

都道府県、市町村等

お問い合わせ先

・最寄りの市町村、都道府県
・農林水産省担当課：農村振興局農地資源課経営体育成基盤整備推進室（TEL:03-6744-2208）

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規
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「人と農地の問題」の解決

【事業名：水利施設整備事業、畑地帯総合整備事業】

④農業用用排水施設整備と併せて荒廃農地の発生防止・解消を支援します。

◆水利施設整備事業    ４番 ９ページへ
→ 農業水利施設の適切な更新・長寿命化対策に加え、パイプライン化・ICT活用等により水利用の高
度化、水管理の省力化を推進します。

◆畑地帯総合整備事業   ４番 ９ページへ
→ 畑地のかんがい施設整備や区画整理、水田地帯における高収益作物を導入した営農体系への転
換のための汎用化・畑地化など、畑地・樹園地の高機能化を推進します。

対象となる方

都道府県、市町村等

お問い合わせ先

・最寄りの市町村、都道府県
・農林水産省担当課：農村振興局水資源課水利施設強靱化班（TEL：03-3502-6246）

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規
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・対象となる地域は中山間地域等における複数集落
・事業実施は、２年以上５年以内
・農用地の粗放的利用の取組（放牧、 蜜源作物、省力作物、景観作物等の作付け、緩衝帯整備、計画的な植林など）
を１つ以上行うこと

「人と農地の問題」の解決

【事業名：農山漁村振興交付金（最適土地利用総合対策）】

⑤中山間地域等における農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土地
利用構想の策定、基盤整備等の条件整備、鳥獣被害防止対策、粗放的な土地利
用等を総合的に支援します。

対象となる方

都道府県、市町村、農業委員会、農業協同組合、土地改良区、地域協議会、地域運営組織、農地中間管理機構

支援内容

特徴

お問い合わせ先
・最寄りの農政局、都道府県、市町村
・農林水産省担当課：農村振興局地域振興課荒廃農地活用推進班 （TEL：03-6744-2665）

○最適土地利用総合対策（補助率：定額、5.5/10等）

 地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的利用を行う農地等を区分し、実証的な取組を行いつつ、
土地利用構想を作成し、その実現に必要な農用地保全のための活動経費、基盤整備や施設整備費等を支援

Step ２

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的な利用を行う農地等を
区分し、実証的な取組を実施

【地域ぐるみでの話合い】

【土地利用構想の概定】

【農用地保全の実証的な取組】

Step １

長大法面の芝生化 放牧

土地利用構想を策定し、農用地保全のための条件整備や各種取組を選択・実施

【農用地保全に資する
基盤整備】

【粗放的利用のための
条件整備】

【農業用ハウスの整備】
伐根・整地 水路の補修・整備

【鳥獣緩衝帯】【蜜源作物の作付け】 【計画的な植林】

粗放的な利用による
農業生産
上限10,000円/10a/年

農業生産の再開が容易な土地利用等
上限5,000円/10a/年

省力化機械の導入

農
用
地
保
全
の
た
め
の
多
様
な
取
組
を
総
合
的
に
支
援

【先進地視察】 【体制整備】

【土地利用構想の策定】

Step 2

 ② 農用地保全のための基盤整備、
農業環境整備（農業用ハウス、簡易
トイレ等）： ハード定率 

 （5.5/10等  上限2,000万円/年）

 ③粗放的利用支援
ソフト：上限10,000円/10a
     又は 上限5,000円/10a
※ 営農定着のための支援として

 最大３年間 

【農用地保全等推進員の措置】

多様な農用地の活用にあたり、
技術や知識を有する者が
各種取組をコーディネート

（ソフト：上限250万円/年）
※ 活性化計画を作成、

又は作成することが
 確実である場合。

Step 1

３年以内に
地域における土地利用構想を策定

 ①ソフト：上限 1,000万円/年

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規
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「人と農地の問題」の解決

【事業名：遊休農地解消対策事業】

⑥市町村や農地バンクが遊休農地を解消し、担い手に集積・集約化する取り組みを
支援します。

対象となる方

市町村、農地バンク

遊休農地の所有者（市町村や農地バンクが遊休農地を解消します）
農業者等（農地バンクを通じて解消した遊休農地を借りることができます）

支援内容

１ 遊休農地解消対策事業（補助率：定額等）

市町村や農地バンクによる簡易な整備により、遊休農地を解消し、担い手に農地集積・集約化する取組を支援します。

特徴

お問い合わせ先

・最寄りの農政局、農地中間管理機構
・農林水産省担当課：農地政策課農地集積・集約化促進室 （TEL：03-3591-1389）

＜対象となる遊休農地のイメージ＞

市
町
村
や

農
地
バ
ン
ク
が

遊
休
農
地
を
解
消
し
、

農
業
者
に
貸
付
け

交付単価：10a当たり43,000円（上限）

補助対象経費：遊休農地の解消に要する、以下の簡易な整備に係る経費を支援します。

① 草刈り ② 除礫 ③ 抜根 (※) ④耕起・整地

⑤その他必要と認められる経費

※ 農業生産を目的に新植・改植された樹木の抜根は除きます。

交付対象農地：地域計画において受け手が位置付けられていない農地のうち
 簡易な整備で解消可能な遊休農地

交付要件：遊休農地の所有者は10年以上農地バンクに農地を貸し付けること

農業者等

＜事業の流れ＞

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規

貸付け遊休農地の解消

市町村

農地バンク

農地バンク
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「人と農地の問題」の解決

耕作条件を改善したい

【事業名：農地耕作条件改善事業】

農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じ
たきめ細やかな耕作条件の改善、高収益作物への転換や営農定着、麦・大豆の増産に必
要な取組等をハードとソフトを組み合わせて支援します。

お問い合わせ先
・最寄りの農政局、都道府県、市町村
・農林水産省担当課：

農村振興局農地資源課経営体育成基盤整備推進室（TEL：03-3502-6277）

対象となる方

支援内容 地域の多様なニーズに応じたきめ細かな耕作条件の改善に必要な取組等をハードとソフトを組み合わせて
支援します。

地域計画の策定区域等で事業実施主体が計画する整備区域内の農業者 等

（事業実施主体）農地中間管理機構、都道府県、市町村、土地改良区、農業協同組合 等

 特 徴

○ 事業実施年度に入ってからの採択申請が可能（随時受付）

○ 必要なハードとソフトを組み合わせて、最大５年

地域 出融資
集落
営農

法人 補助金等個人 その他
認定
農業者

税制
サービス
事業体

認定
新規

⑤ 水田貯留機能向上 水田の雨水貯留機能を向上する「田んぼダム」の実施に必要な整備を支援

（ハード）「田んぼダム」実施に向けた畦畔の更新、排水桝の設置（定額）等

（ソフト）「田んぼダム」実施に向けた地元調査・調整、堰板購入等の条件改善（定額）等

事業実施区域：流域治水プロジェクト等が策定され、流域治水対策を実施する区域

③ スマート農業導入   スマート農業に必要なGNSS基準局の設置等を支援

（ハード）スマート農業の導入に向けた区画拡大（定額）、GNSS基準局の整備（定率）等

（ソフト）トラクタへの自動操舵システム等の先進的省力化技術の導入（定率）等

④ 病害虫対策 病害虫の発生予防やまん延防止に向けた対策を支援

事業実施区域：植物防疫法に基づく発生予察情報において、警報・注意報・特殊報の発表された区域

（ハード）反転耕、混層耕、堆肥施用、明渠排水、客土（定額）、排水路の新設・変更（定率）等

（ソフト）土地利用の調査・調整等の条件改善推進（定額）、条件改善促進支援（定率）等

⑥ 土地利用調整 多様で持続的かつ計画的な農地利用の実現に向けた整備等を支援

事業実施区域：地域計画の策定区域等及びその周辺農地

（ハード）粗放的農地利用整備 (用地、作業道等の整備、土地改良施設の撤去等)（定率）等

（ソフト）交換分合や土地利用の調査・調整等の条件改善推進（定額）等

① 農地集積促進 担い手への農地集積に向けた、きめ細かな耕作条件の改善を支援

※1 単年度あたり300万円迄を支援

（ハード）区画拡大、暗渠排水、湧水処理、客土、除礫、用排水路や農作業道等の更新整備（定額）、

農業用用排水施設、区画整理、ICT水管理や防草対策等の管理省力化支援（定率）等

（ソフト）集積に向けた調査・調整や先進的省力化技術導入等の条件改善推進※1（定額）、
導入作物に応じた品質向上支援（定率）等

※2  単年度あたり300～500万円迄を支援

実施要件：受益農地の１／４以上を新たに高収益作物に転換すること

（ハード）高収益作物の転換に向けた暗渠排水、客土、末端畑地かんがい施設（定額）等

（ソフト）高収益作物への転換支援※2、新植・改植支援、幼木管理支援（定額）、
高収益作物導入支援（定率）等

② 高収益作物転換 高収益作物転換に向けた基盤整備や営農定着に必要な取組を支援

高付加価値農業施設の設置

粗放的な農地利用

排水桝と堰板の整備

実施要件（共通）：事業費200万円以上、農業者２者以上、活用する支援に応じた計画策定、ハード事業の実施 等

畦畔除去

客土・反転耕

GNSS基地局設置

３
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